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本学商学研究所の組織間協定校1)である大韓民国(以下韓国と称する)慶南大学校地域問題研究院2)との交流協定が2010年8月を

もって満了した｡交流協定を通じて互いの拠点である川崎市と馬山市を例に挙げ,日韓で地域の発展政策における比較を行った｡

馬山市では隣接する昌原市と同様なコンセプトの発展を争うことではなく,協調して発展していくことが目指されている｡都市開

発において重複投資をしないように,調和をとりながら｢都市圏｣として補完し合っての発展を目指している｡

川崎市の地域活性化の特徴は,市内の多様な地域的特徴を総合的に活用した発展をベースにその発展戦略が考えてられていること

である｡市内各地域特徴を生かし,それぞれの産業蓄積を踏まえた,再開発やサービス化へのリニューアルによる発展方向が模索さ

れている｡その中でモノ作りや新サービスを創出しようとしている元気のある中小企業-の支援も積極的に行っている｡

キーワ-ド:韓国慶南大学校地域問題研究院,国際交流組織間協定,大学と地域との共生,馬山市,昌原市,川崎市

ne Institute for CommercialSciences of Senshu University has丘nishedthe research ac也vides for comparative regionalstudy on

Kawasaki City, Japanand Masan City, SouthKorea based onthe research collabora也on between the bothins也tutes in August 2010

years. Ths paper is a summary of the activities.

Masan city govemmentfocuses onthe harmonized economic and socialdevelopmentwith the neighboring cities. The point of the

policv i〇 GVOidance of redundant investment in industrywith other cities. In the policy, it is believedthat the cooperation and comple一

mentation among cities realizes a sort of global competitive edge for them.

Kawasaki has a bit differentvision血･om Masandoes. Kawasaki is trying to stimulate industrial and historiCalpotentialwithin the city.

In its development policy, it is presumed thatwide varietyof localindustries creates a unique development of the municipality as a

whole, atb･actingfurther investment and human resources. In this context, Kawasaki puts stress on support for SME (smal1and me-

dium enterprises).
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1.はじめに

本学商学研究所の組織間協定校3)である大韓民

国(以下韓国と称する)慶南大学校地域問題研究

院4)との交流協定が2010年8月をもって満了し

た｡同研究所とは2005年の協定締結以来, ｢大学
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と地域との共生｣を共通のテーマとして,国際シ

ンポジウムの開催,現地実態調査,報告書作成な

ど,活発な交流を継続して行ってきた｡専修大学

商学研究所に属する筆者らも2度にわたり,現地

調査に参加させていただき,慶南大学校の地域社

会に対する調査研究および教育における貢献や同
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大学校の位置する馬山市の抱えている地域間題と

政策を直接調査することができた5)｡本年度,交

流協定が終了したこの機会にこの調査を通じて感

じた馬山市の試みを日本の川崎市との比較に言及

しながら,報告したい｡なお,協定先である慶南

大学校地域問題研究院の概要については本学商学

研究所長上田和勇教授(交流協定締結時)らによ

る｢慶南大学校慶両地域問題研究院訪問に関する

報告書｣ (2004)に詳しいため,本論の参考資料

として添付した｡

2.韓国･馬山市6)の取り組み

慶南大学校が立地する馬山市は慶尚南道南部の

海岸地帯に位置する都市で, 20世紀前半はこの

地域の中心的な都市として位置づけられていた｡

しかし,近年の人口減少は深刻であり, 1970年

代～80年代の最盛期に約60万人であった人口は,

現在では40万人までに落ち込んでいる｡高齢化

も進んでおり, 50歳代以上の人口構成が50%を

超えた｡他方,隣接する昌原市7)は30歳代, 40

歳代などの働き盛りの人口が多く,大型小売店の

進出も多数あり,商業は活況を呈しており,馬山

市はそれとは対照的である｡

馬山市は古くからの港湾都市であり, 1970年

代～80年代ごろまでは市内にある輸出加工区に

日本企業を含めた多くの加工輸出型の直接投資を

呼び込んでいた｡しかし,その後,韓国の人件費

の高騰,激しい労働争議,韓国国内の市場規模の

限界等で外資企業の撤退が相次ぎ,現在では活力

が衰えている｡中国や東南アジアが安い労働賃金,

大きな消費市場を抱えるなか多くの外資企業の製

造拠点は馬山市などの韓国の輸出拠点ではなく,

そうした地域に向かった｡

このため,現在,馬山市は昌原市と同様なコン

セプトの発展を争うことではなく,協調して発展

していくことを目指している｡都市開発において

近隣都市と同じような投資,すなわち重複投資を

しないように,調和をとりながら｢大都市圏｣と

して補完し合って発展していこうとする考えであ

る｡周辺地城で最も発展しているのは隣接する昌
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原市である｡同市はもともと国防関係の産業で支

えられて発展し,その後,関連産業や電機電子関

連の国内企業が進出し,現在の繁栄を築いた｡し

かし,同市も国防関係の産業で支えられている現

在の発展に限界が見えてきており,新たな発展方

向を模索している｡日本と同じように韓国でも町

村合併のような議論を国会で行っており,行政区

としては昌原市に編入されながらも,馬山地域独

自の都市づくりを目指している8)｡

日本の川崎市は研究開発に注力して製造現場の

流出による空洞化を補っているといわれるが,同

様に馬山市も｢馬山valley｣という名称で汀関

連の研究開発を, ｢馬山ロボットvalley｣という

コンセプトで地域活性化プロジェクトを立ち上げ

て政府から予算を獲得し,新産業拠点を設立した｡

将来, IT及び産業ロボットの研究･製造拠点に

なることを地元の民間企業は期待している｡

韓国政府は新政権になって,政府主導の地域の

発展戦略の企画を求めたが馬山市はそれに応じて,

産業ロボットによる発展戦略の操案をし,採択さ

れた｡しかし,地域産業戟略についてひと.ころの

汀戦略からET (Environment Technology)戦略

にシフトする方が他の都市との差別化にユキ-ク

さが出るであろう｡ソウルから遠く離れた馬山市

にロボット産業などにしても大企業が進出してく

るのはそれほど容易ではないからである｡従って

中小企業の育成がポイントのなる｡

I- -ノ

3,川崎市の取り組み

他方,日本の川崎市の地域活性化の特徴は市内

の多様な地域的特徴を総合的に活用した発展を

ベースにその発展戟略が考えられてられているこ

とである｡北部の南武線沿線は人口が増えており,

年齢の構成も比較的若い地域である｡宅地開発や

教育･研究施設の拡大に可能性を秘めている｡一

方,南部臨海地域は日本の工業をけん引してきた

が,現在かつてのような重化学,機械工業の拡大

は考えられない｡しかし,そうした産業の蓄積を

踏まえた,再開発やサービス化へのリニューアル

による発展方向が模索されている｡その中でモノ
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作りや新サービスを創出しようとしている元気の

ある中小企業への支援を積極的に行っている｡

川崎市の潜在性を示すのは川崎市が人口増加率

2% (2007年)で平均年齢も全国平均よりも若

い都市であるということである｡労働力率も15

大都市でトップである｡若く活力のある都市と

いってよい｡特に武蔵小杉駅周辺のマンション群

など北部丘陵地域における人口増が大きく,ベッ

ドタウン化が著しい｡

産業面ではサービス業化が次第におこっている｡

それは製造業に関連したサービス業である｡なか

でもものづくりの街,川崎でそのモノづくりにか

かわる研究開発拠点化が進んでいる｡これは研究

開発拠点と付随した試作品製造のためのマザー工

場という組み合わせが増えているのが特徴である

(市内で200カ所以上が存在)｡また,臨海部の存

在も川崎市の大きな特徴である｡臨海部の重厚長

大工場の跡地は再開発により, 220ヘクタール

(2001年)から5ヘクタール(2008年)に縮小し,

こうした変化と並行するように有効に利用されて

いる｡こうした変化に富む地域があることが大き

な特徴であり,伊藤前市長時代に｢分接連鎖都

市｣というコンセプト(7つの区役所ごとに特色

を打ち出す)を提唱し,画一的ではなく,地域性

豊かな複合的な発展を目指している｡

ただし,大企業の研究開発拠点化の一方で中小

企業の問題がある｡川崎市の担当部局である経済

労働局の大きな仕事の一つは3,000以上あるこう

した中小製造業を活性化することである｡具体的

には経済産業省の補助金などを活用して市役所か

ら出向したスタッフと産業振興財団のスタッフで

中小製造業を訪問し,経営者と新製品ニーズや市

場環境の情報および意見を行う中で,中小企業の

持っているシーズを新ビジネスに展開する支援を

している｡

たとえば,独自の先端技術を有する中小企業を

メディアなどに紹介し,需要者や金融機関とのつ

なぎとして成功させたケースもある｡また,エン

ジンバルブメーカーの精密技術に着目し,新たな

分野に展開させた実績もある｡この結果,国から

優れた取り組みと評価され,経済産業省の補助金

獲得にまでつながった｡また,市内の中小企業の

中には抱える優秀な技術者を他の潜在性のある中

小製造業に派遣する事業を展開し,派遣先で正社

員になるなど,高い技術を評価される人材の活用

にも取り組んでいる｡

こうした川崎市の政策を現場で実施するのが同

市の外郭組織である川崎市産業振興事業団である｡

そこでの具体的な支援活動は中小企業と需要者と

のつなぎが含まれている｡これは具体的には｢受

発注商談会｣を開催すること等である｡

最近も神奈川県と共同で同商談会を実施したが,

発注側が50社,受注側が400社参加し,大盛況

であったという｡ビジネスのニーズとシーズをつ

なぎ,中小企業の新たな潜在性を開拓するといっ

ても,現実には簡単ではなく,まず,中小企業の

経営者の信頼を得ることが大変である｡産業振興

事業団では年間200社の企業を担当者が訪問し具

体的なアドバイスを提供するなどを行って,支援

している｡訪問は一度だけではなく,新たな情報

やメディアへの取材紹介などのメリットのある話

をもってゆき,何度も面談する機会を作ることに

より,その企業を深く理解し,新しいビジネスに

つなげる,といった具合である｡

事業団の常勤スタッフの能力は高く,民間から

スカウトしたメンバー等を含めて1人50社を担

当し,これに外部のコンサルタントを協力者とし

て加えて,ブレーンストーミング会や情報強化会

などを開催して,活動している｡他の自治体では

外部のコンサルタントに業績委託している例が多

いが,川崎市では担当者がコンサルタントと同行

し,中小企業とコンサルタントの相性を見極め,

きめ細かく対応することを鉄則としていることが

特徴である｡こうした活動は次第に地元メディア

だけでなく,大手のメディアにも着目され,その

ことが同市の中小企業への全国的な関心にもつな

がってきている｡こうした草の根レベルの地味な

活動も川崎市の地域発展政策の特徴である｡
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4.まとめに代えて一韓国政府の

地方活性化政策と馬山市の課題

日本では地方分権が盛んに提唱され,まだ具体

化は見ていないものの,予算配分等で次第に地方

の裁量が増えている｡他方,韓国は伝統的に中央

政府の権限が強いところである｡隣国北朝鮮等と

の難しい関係を考えれば無理からぬことである｡

しかし, 2007年12月に発足した韓国新政権,

李明博(イ･ミヨンバク)政権は民営化を旗印に

した政権であり,地方分権化にも前向きであると

も言われている｡このような政権が地方の活性化

の文脈でどのような政策を具体的にとっていくの

かが注EIされる｡

すでに述べたように,統合による地方の自立化

と活性化が韓国においても目指されている｡その

ために中央政府は,規制嬢和と小さな政府をもっ

てそれに応えようとしているのである｡

m (自由貿易協定)推進などの対外的規制膚

和は韓国大統領選挙において10年ぶりに誕生し

た保守勢力,ハンナラ党の李氏らしい政策であり,

その手腕に日本以上に少子高齢化が進んでいると

いわれている韓国の地域の再生が期待されている｡

各地域の工夫と特徴を生かしてグローバル化の中

に地方の潜在性を開花させようとしているのであ

る｡

李氏は大手企業,現代建設企業を再生させた経

営者としての華々しい起業家としての経歴をもつ｡

李氏の主な経済政策の公約をみると｢GDPの年

率成長率を7%｣, ｢一人あたりのGDP額を10

年で(今の日本の水準に近い) 4万ドルに引き上

げる｣, ｢5年で300万人の雇用を創出｣, ｢朝鮮半

島を縦断する運河の建設｣などを掲げている｡そ

の基本的な政策思想は｢小さな政府｣, ｢民間でで

きるものは民間で｣という我が国のかつての小泉

政権を思わせるような政策を感じさせるものであ

る｡財政出動による景気刺激策ではなく,規制横

和による民間企業活力により,雇用を吸収すると

いうシナリオである｡地方に対しても地域の企業

を活性化する自立的な努力をもとめている｡

ちなみに,李氏は公約で｢教育予算を国家予算

の6%確保｣, ｢英語で教育のできる人材を年間

3,000人養成｣等があり,有能な人材の養成を通

じて企業の活性化または起業を推進し,雇用を創

出するというプロセスを措く｡これは財閥系で

あったものの中堅企業にすぎなかった現代建設を

トップ建設会社に育て上げた李氏の個人的な成功

体験(若い20代後半より経常幹部に任命され

た)に基づく信念から来ているものと思われるが,

大学等地域の教育機関,研究機関に対する期待は

高まることは間違いない｡

李政権の経済活性化への戦略は市場開放によっ

て外資企業の対韓国投資を増やすところにあるが,

同時に輸入関税撤廃や外資企業等への規制横和を

伴うため,短期的には国内製品への脅威になる｡

韓国のGDPは前政権の時代でも4-5%と日本

の2%前後よりも高い成長率を保っていたもの

の,問題は経済格差の拡大であった｡特に88万

ウォン(月収約10万円)世代と呼ばれる20代を

中心とした雇用不安定な大学生等若者に蔓延する

雇用不安は大きく,こうした若者の不満は今回,

李政権誕生のおもな支持につながったと言われて

いる｡地域の自治体が大学とともに,大学生等若

者の活力を生かして,地域のベンチャー企業や技

術をもった中小企業を活性化することができれば,

慶南大学校を抱える馬山市にもより具体的な発展

の展望が開けることになろう｡
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別添9) :

慶南大学校　慶南地域問題研究院(THE INSTtTUTE

FOR KYUNGNAM REGIONAL STUDIES)の概要

(1)設立日的

慶南地域問題研究院は,地域社会の政治･経済･開

発･社会･文化に関わる学術研究及び政策研究を遂行

し,その結果を発表･普及していくことで,地域社会

の発展に貢献できるように1994年11月2日に開院し

た慶南大学校の付設研究院である｡

同研究院は,地方化というIssueを政策スローガン

として掲げて,既存にあった幾つの学内研究所を解体,

統合して設立した｡ 21世紀の慶南大学校が志向して

いく目標は,グローバル化の中で,真の地方化を目指

していることもあり,同研究院は地方の活性化に重点

を置き,設立した｡したがって,同研究院は,開放化

が進展していく中で,地域社会の現実を診断して問題

点を改善すると共に地域発展へ貢献しうる正しい方向

を模索するシンク･タンクとして役割を充実に遂行し

ていくことが目標である｡

(2)主要沿革

1994年11月2日:慶南地域問題研究院　開院

1995年3月1日:研究･資料室運営

1997年12月30日:韓国学術振興財団　重点研究所

に選定

2003年10月1日:理事会発足

2004年3月1日:第5代　院長就任

(4)役員構成(2004年現在)
･理事長:現行政大学院　教授,前慶南行政部知事

･理　事:18名
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①現　市長:3名

(参現　郡主:2名

(卦現　電力公社社長:1名

④現　住宅公社社長:1名

⑤現　商工会議所会長:3名

⑥現　馬山文化放送社長:1名

(彰現　慶南新聞社社長:1名

(砂現　慶南大学教授:1名

(9現　馬山地方海洋庁長:1名

⑨現　慶南地方中小企業庁長:1名

⑩現　韓国土地公社　慶南支部長:1名

⑪現　慶南発展研究院長: 1名

⑫現　落同川環境庁長:1名

(5)研究員構成

教授 侈HｸiﾉB剏､究支援人数 劍ﾘxﾇb洩ﾂ�����

研究員 冰ｹe磯ﾒ計 ｩLｩR理事 佗b�����

専任 免ﾂ4 15  18 ������

研究委員 CR 途152 19 171 ������

計 Sb4 途167 19 "189 �������

(6)研究部門

■地方自治研究室

1)地方自治団体の活動と運営に関する分野

･地方会議の活動と成果分析

･地方自治団体長の活動と成果分析

･地方自治団体の組織と権限に関する調査研究

･地方自治団体間の活動に関連する調査研究

･地方自治団体の地方財政拡充に関する調査研究

2)中央と地方との権限配分に関する分野

･中央と地方との事務配分に関する調査研究

･地方自治権の範囲と行事に関する調査研究

3)教育自治制度の活動と運営に関する分野

･地方教育財政の運営と活動に関する調査研究

･地方教育委員会の活動と成果分析

･教育自治の制度的な成果を分析

』地域情報化研究室

1)地域情報化の定着

2)地域情報体系の構築に関する調査

3 )地域内のDB構築及びNetworkの基盤助成研究
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｢地域経済研究室

1)地域経済･金融分野

2 )地域経済の発展に関する課題濃起及び調査研究

3)地域金融の現実と課題

4)地域内の産学協同の活性化研究

｢地域経営研究室

1 )地域社会の福祉及び労働分野

･地域内における貧困層と福祉政策の研究

･慶南の労使間題に関する研究

･女性労働問題

2)地域の工業事業分野

･地域内の産業団地助成及び運営に関する研究

･地域内,企業経営に関する研究

『地域開発･環境研究室

1)農･魚業の開発事業分野

2)都市の開発事業分野

･都市の地域開発計画の研究

･都市の交通問題及び住宅問題の研究など

3)地域の環境事業分野

･地域開発と環境保全に関する研究･地域の自

然環境保全に関する研究

+地域文化･芸術研究室

1)地域の文化遺産に関する分野

2)地域の文化発展に関する分野

3)文化生活の全般に関する分野

{教育･研修室

1)地域研究専門家の育成のために教育プログラム開

発及び運営活動

2)地域社会に関わる様々な分野の懸案問題点に対す

る特講活動

3)校内･外の職業訓練及び再教育のために研修プロ

グラム開発及び運営活動

1社会調査研究室

1 )各種設問調査に関する理論的な限界及び問題点に

関する共同研究活動

2)校内･外に提起される設問調査と関連した研究受

託の遂行活動

3)校内･外の各種設問調査に関する諮問活動

4)校内･外の大学院生(修士･博士)に対する研究

プロジェクトの諮問活動

専修大学商学研究所との交流実績(肩書は当時)

2004年3月18日～20日　専修大学側訪韓

訪問先:慶南大学校　慶南地域問題研究院

活動内容:提携に関する意見交換, ｢大学と地域の

共生｣に関わる2つの研究所のスタンス,現状に

関する意見交換

2004年8月10日　提携調印

2005年3月14日～17日　専修大学側訪韓

訪問先:慶南大学校　慶南地域問題研究院

国際シンポジウム開催に関するテーマ設定および意

見交換

2005年10月22日

国際シンポジウム開催｢地域経済における研究所･

企業の役割一日韓の取組み-｣

開催場所:専修大学神田キャンパス

報告内容:

1. ｢防災,リスクマネジメント視点から見た

企業･大学の役割｣上田和勇(専修大学教

授･商学研究所所長)

2. ｢企業における地域とのかかわり-日本興

亜損保における森林への取組みを中心に-｣

岩坂健忘(日本興亜損害保険株式会社CSR

室)

3. ｢地域における研究院の役割と今後の課題

一慶両地域問題研究院中期発展計画2010か

ら-｣成泰鉱(慶南大学校教授･慶南地域問

題研究院院長)

4. ｢大学と地域のかかわり-多摩区における

商学研究所の活動から新たな可能性を探る
-｣見目洋子(専修大学商学部助教授)

2006年5月19日

国際学術シンポジウム開催

開催場所:慶南大学校

1. ｢国際発展と大学の役割｣成晃隆(国家均衡発

展委員会委員長)

2. ｢地域社会における大学の役割｣全夏成(慶南

大学校経営学部教授)

3. ｢中国的経済変革与中国的大学変革｣李義平
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